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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームについて①

（１）目標

地域プラットフォームの形成数 47 （平成30年度）

１．地域プラットフォームの形成状況

（２）形成状況（平成28年度末見込）

30地域 ： 旭川市、網走市等（大空町､北見市）、帯広市、盛岡市、北上市、宮城県、和光市、習志野市、
川崎市、かほく市、富山市等、福井銀行等（福井県）、伊豆の国市、浜松市、
志太３市（藤枝市､焼津市､島田市）、名古屋市、滋賀大学等（滋賀県）、京都市、大阪市、
箕面市、和歌山県、神戸市、岡山市、倉敷市、福山市、高松市、福岡市、福岡市等、
長崎県、佐世保市

２．地域プラットフォーム形成支援の状況

○ 平成28年度の内閣府支援事業として、盛岡市、富山市等、福井銀行等（福井県）、

滋賀大学等（滋賀県）、佐世保市の５地域への支援を実施中。

⇒ 各地域共、勉強会・意見交換会・ワークショップ等を年度内に４回程度開催し、

継続的な運営体制の構築、具体の案件形成に向けた官民対話の実施、

民間提案や広域化などのモデル的な取組等に重点を置いた支援を実施。

○ 今年度支援事業に応募があった、静岡市、津市、和歌山市、鳥取県、宮崎県の５地域に対しても

来年度の地域プラットフォーム形成に向けて前提となる関係者間の調整、実施体制の検討等に

ついて、内閣府が各自治体と打合せを実施する予定（２月中）。
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ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォームについて②

３．地域プラットフォーム運用マニュアルの作成

課題

対象： 地域プラットフォームが形成され
ていない地方公共団体等

内容： 地方公共団体の担当者が地域
プラットフォームを形成及び運営
する際に参考となるマニュアルを
作成。

（骨子）①意義（背景、目的、機能等）
②形成前の準備
③効果的な形成方法
④効果的な運営方法

（民間提案､広域化等）
※②～④について優良取組事例

も紹介

平成28年度

運用マニュアル作成

対象： 地域プラットフォームが形成さ
れていない地方公共団体等

内容： 説明会の実施等により
運用マニュアルの周知を図り、
運用マニュアルを活用した
プラットフォーム形成を働きか
ける。

※既存のプラットフォームに
対しても運用マニュアルの
周知を図り、効果的な運営
に活用してもらう。

○地域プラットフォーム
の意義（メリット）が
理解されていない。

○地域プラットフォーム
の形成方法がわか
らない。

平成29年度以降

運用マニュアルの周知・活用

地域プラットフォームの一層の形成促進および具体の案件形成に繋がる効果的な運営を推進

するために、地域が主体的に地域プラットフォームを形成し効果的な運営ができることに留意した

運用マニュアルを今年度末までに作成する（現在作成中）。
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